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杵築市地域ケア会議の概要

○ 個別ケースの課題解決からネットワークの構築、地域課題の発見、社会資源の整備、政策形成
○ 平成２４年２月から実施、毎週水曜日の午前中
○ 参加者 ： 保険者（計画担当者）、地域包括支援センター、ケアマネジャー、介護保険事業所、

助言者 ： 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士、県保健所保健師
○ 対象事例 ： 介護予防給付 ・ 介護給付（福祉用具、住宅改修、例外給付） ･ 地域密着型サービス、

困難事例 ･ 介護予防・日常生活支援総合事業

①高齢者のＱＯＬ向上
②介護保険制度の理念の追求
③介護保険事業計画（課題解決）

④介護予防事業の強化
⑤認知症対策
⑥医療・介護連携

①全関係者の意識改革
②政策立案能力の向上
③アセスメント能力の向上
④ｺﾐｭﾆｹ－ｼｮﾝ能力の向上
⑤専門職の専門性の向上

必要施策 人材育成

①保険者（市）
②地域包括支援センター

③ケアマネジャー
④サービス事業所
⑤その他関係団体等

機能強化

元気高齢者の増加

要介護認定者数の減

トップセミナーの様子 ケア会議の様子

高齢者のＱＯＬ向上

介護保険料の上昇抑制



地域ケア会議開催等の経過

年 月 日 内 容

平成23年12月 和光市視察（ケア会議等見学）

平成24年 2月 保険者・包括でケア会議の試行

平成24年 4月 地域ケア会議開催（現状の形式）

平成24年 10月 介護予防・日常生活支援総合事業開始

平成25年 4月 介護予防拠点開設（大分県初）

平成26年 2月 アセスメントマニュアル作成

平成26年 4月 管理栄養士・歯科衛生士を包括へ配置

平成27年 4月 組織機構改革



要介護認定率の推移
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杵築市における地域ケア会議の成果

地域ケア会議を開催することで地域包括ケアシステム
構築に必要な施策の展開が可能となった

① 要介護認定者の改善率向上

② 要介護認定率の低下

③ 介護保険給付費の上昇抑制

④ 介護保険料の据え置き

⑤ 要支援者の地域支援事業への円滑な移行



杵築市の要介護・要支援認定・サービス利用状況

１．要介護・要支援認定の状況

○ 地域ケア個別会議の取組開始後、２４年度から２６年度にかけ
て、要支援者を中心に認定者数、認定率とも低下している

○ ２７年度以降も認定者数、認定率とも低下しているが、介護予防
訪問介護・介護予防通所介護の総合事業への移行が主因であり、
要介護者に限ればほとんど低下は見られない

（備考）要支援状態からの卒業の状況
２４年度以降の地域ケア個別会議の取組により、要支援状態か

ら卒業する人の割合が増えており、２６年度の新規要支援認定者
の改善率 は21.0％、うち改善による終了及び非該当は13.6％に達
している

卒業後の受皿となるサロンの設置数は４６から７５に増え、利用登
録者も658人（２３年度）から1,001人（２８年度）と大幅に増えている

２．介護予防訪問介護から総合事業への移行状況

○ 総合事業開始前の２７年３月の時点で、介護予防訪問介護の
利用者は９０人、旧総合事業利用者は３人、合計９３人

○ ２８年８月の時点で、介護予防訪問介護の利用者は３人（転入
者など）、訪問型サービスの利用者は９１人、合計９４人であり、
２７年３月とほぼ同水準

３．介護予防通所介護から総合事業への移行状況

○ 総合事業開始前の２７年３月の時点で、介護予防通所介護の
利用者は１６７人、旧総合事業利用者は９人、合計１７６人

○ ２８年８月の時点で、介護予防通所介護の利用者は２人（転入
者など）、通所型サービスの利用者は２０７人、合計２０９人であ
り、２７年３月より約３０人増加しているが、２８年１０月の利用者
数は１８８人となっている
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杵築市の要介護・要支援認定・サービス利用状況（つづき）
４．介護予防給付の状況 （※介護予防訪問介護・介護予防通所介護を除く）

○ ２７年度から総合事業へ移行しているが、介護予防訪問介護・介護予防
通所介護を除く介護予防給付の利用者数は、杵築市における通常の変動
の範囲内の減少に止まっている
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　 27年3月 28年8月 増減

訪 問 看 護 19 人 15 人 -4 人

訪問リハ ビリ 11 人 19 人 8 人

通所リハ ビリ 105 人 90 人 -15 人

福祉用具貸与 118 人 103 人 -15 人

５．介護給付の状況

○ ２７年度から総合事業へ移行しているが、要介護者の介護給付につ
いて、杵築市における通常の変動の範囲内となっている。

　 27年3月 28年8月 増減

訪 問 看 護 238 人 238 人 0 人

訪問リハ ビリ 30 人 41 人 11 人

通 所 介 護 348 人 326 人 -22 人

通所リハ ビリ 231 人 260 人 29 人

福祉用具貸与 383 人 406 人 23 人
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うち通所介護・訪問介護 チェックリスト
２３ 人 198 人

２３ 人　：　１９８ 人　＝　１割　：　９割

８０ 人　：　１９８ 人　＝　３割　：　７割

要介護１～５
１８７ 人

要支援１～２
８０ 人    

手続き中など
４８ 人

６．要介護認定新規申請の状況

○ 新総合事業に移行を開始した２７年４月以降につ
いては、ガイドラインに基づき総合事業のサービスの
みを利用する場合は、基本チェックリストを用いて事
業対象者とし、迅速なサービス利用に努めている

○ 相談受付時にどのようなサービスが適切であるか
明らかになっていない場合は、要介護認定の手続き
を実施、結果として総合事業のみのサービス利用と
なる場合もある

（H28.4～12）



平成２７年２月４日（水）大分合同新聞朝刊

平成２７年４月２１日（火）大分合同新聞朝刊
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○ 昭和１０年生まれ ７７歳 女性 要介護２

○ Ｈ２４．６ 脳内出血（右視床出血） 左半身麻痺

○ 既往歴 ： 心臓弁膜症（手術２回）

○ Ｈ２４．７～ 回復期病院でリハビリ中 住宅改修終了後在宅復帰予定 （独居）

自宅がほぼバリアフリーであり車倚子生活の予定

現在の身体レベル ： 四点杖で４０メートル連続歩行

○ 在宅後の介護サービス計画 週３回デイサービス、ヘルパー適宜

配食とヘルパーが調理したものを電子レンジであたためて摂取
排泄 ： 日中はトイレまで車倚子で移動後便器へ移乗

夜は寝室内のポータブルトイレを使用

杵築市地域ケア会議の実例 （その１）



杵築市地域ケア会議の実例 （その２）

利用サービス：月２回の訪問入浴のみ



妻 夫

対象者 女性 ８３歳 要介護１ 男性 ９０歳 要介護１

障がい自立度
認知症自立度

Ａ１
Ⅰ（HDS-R：26点？）

Ｂ１
Ⅲｂ（HDS-R：9点）

個人因子
H20.2 両変形性膝関節症
H21.12 めまい、ふらつき、不定愁訴
→ 入退院を繰り返す

H26.6 アルツハイマー型認知症
H27.5 冠動脈硬化症、大動脈狭窄症

環境因子
夫婦２人世帯。熊本の長男夫婦、市内の次男夫婦、妻の妹等が掃除や食
事等を支援

経済状況 年金：年額 約４８万円 年金：年額 約３４０万円

現状
認知症の進行により、片付けができなくなり、ゴミや腐った物等が散乱して
いる。また、食事もちゃんと摂っているか、腐った物を食べていないか把握
できていない。

課題
現状の認知機能低下が、医療に反
映されていないため、認知症の適切
な治療を受けていない

高血圧、糖尿病、心疾患と医療リス
クが高いが、適切な食事を摂れてい
ない可能性が高い

利用サービス
通所介護（週３回）、訪問介護 （週１回）、
訪問看護（週１回）、配食（週５回）

通所介護（週３回）、訪問介護（週１回）、
訪問看護（週１回）、配食（週５回）

杵築市地域ケア会議の実例 （その３）



小規模多機能型居宅介護施設ひまわりハウス
職員配置
・管理者（看護師・常勤専従） 1名
・介護支援専門員（常勤専従） 1名
・看護職員（看護師・常勤専従） 1名
・介護職員（常勤専従） 4名

・介護職員（非常勤専従） 必要数

ひまわりホームヘルパーステーション
（24時間対応）

職員配置
・管理者（サービス提供責任者） 1名
・サービス提供責任者（非常勤専従）1名

・介護職員（非常勤専従） 13名

自宅 自宅

訪問、通い、泊り
（登録者のみ）

介護保険の訪問介護及び
杵築市委託サービス

看護小規模多機能型居宅介護への転換

きつき訪問看護ステーション
（24時間対応）

ひまわりハウスの利
用をやめても顔見知
りのヘルパーと訪問
看護が対応できる

・きつきの里デイサービスセンター
・きつきケアプランステーション
・在宅介護支援センター
・認知症対応型デイサービス（廃止）

車で2～3分

総合ケアセンターひまわり

ひまわりハウス



杵築市における地域包括ケアシステムのマネジメント

高齢者のＱＯＬ向上（いつまでも地域で安心して暮らせる）

自立支援型
ケアマネジメントの確立

ケアマネジャーの
専門性の向上

地域ケア
会議

○研修体制の整備
・カリキュラムの作成
・テキスト（マニュアル）作成
・講師養成

アセスメント能力の向上

○生活機能向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の作成

○技術的指導の体制整備
（専門職の確保）

サービス事業所の強化

○市民啓発
・出前講座

○事業者への啓発
・トップセミナー
・管理者会議
・ケアマネ連絡会

意識改革

○サービス基盤の充実
○事業者保護

・外部資本流入阻止
・新総合事業の委託
・事業所研修会の支援

信頼関係の構築

地域課題解決策

総合事業
・通所予防サービス
・訪問予防サービス
・福祉有償運送
・認知症カフェ
・高齢者実態把握
・サロン支援

介護予防拠点

・介護予防運動継
続支援事業

・認知症予防教室

予防教室

・生きがい活動通
所支援事業

・軽度生活援助事
業

福祉サービス

・立ち上げ支援
・介護予防サポー

ター育成
・ボランティア組織

の整備
・ボランティアポイン

ト制度

高齢者サロン

地域包括支援センターのコーディネート

規範的
統合

○職能団体とのネットワーク
・ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ協会・薬剤師会
・栄養士会、歯科衛生士会等

関係団体とのﾈｯﾄﾜｰｸ

サービス事業所 まちかど交流サロン



ご清聴ありがとうございました。


